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ベ トナ ム の 日本 語 教 育 事 情
- 最 近 の 状 況 と 課 題 -
宮 原 彬
1.はじめに
筆者は､1998年12月21日か ら12月31日までホーチミン市とハ ノイに滞在 し､
その間に両都市の代表的な10の日本語教育機関を訪問 し､それらの機関での日
本語教育の実情 について多少の情報を得た｡ここではそれらの概要 を報告 し､
そこに見られる特徴や問題点について整理してみたい｡
筆者が この調査 を思い立 ったのは､筆者が 日本在住の外国人学生のために編
集した用例集 1)が思いがけずハ ノイでベ トナム語訳付きで出版されることにな
った こと､また､筆者が70年代半ばにハ ノイで 日本語教育に従事し2㌦ その後




を把接 し､教材等 を作成する場合それらの点 をも一定程度配慮することも必要
ではないかと考えたこと､などによる｡
2.ベ トナムにおける日本語教育の歩み
最近の 日本語教育の状況 に入る前 に､後掲の文献をもとに､また､筆者の体
験や聞 き取 り等 も加えて､ベ トナムにおける日本語教育の歩みを素描 してみた
い｡
2-1 太平洋戦争前後- 萌芽期





見られたが､そのほ とんどはこうした講座や日本人将兵 ･民間人 (戦後､ベ ト
ナムに残留し抗仏戦争に参加した人々を含む)との接触の中で､日本語 を覚え
た人たちであろう｡
2-2 1950年代未 から70年代末 まで- 蓄積期
北部では､1961年にハ ノイの貿易大学で日本語講座が開設された｡ 貿易大学











たが､教育 ･学習に打 ち込める条件は生 まれつつあった｡筆者が訪越したのは
そのような時期 だった｡ 日本との国交も樹立され､日本との関係強化に向けて
ベ トナム側の期待 は高まった｡
貿易大学では､若い正規の学生のための "通訳 コース"のほかに､60年代 に
貿易大学あるいは外国の大学で日本語を学んだ人たちを再教育するための "捕
強コース'や､ 日本語 を初歩か ら学ぶために各機関から派遣 されてきた人たち
のための､2年間の "短期集中コース"が開設 された｡教材は､初級段階では､
国際学友会編集の教材を参考にしながら､ベ トナムの実情 に合わせて､ 日本人












2-3 1970年代末 から80年代末 まで- 後退期
1978年末のカンボジア進攻によりベ トナムは西側諸国から経済制数を受ける
ことになった｡日本政府も援助 を凍結 した｡抗米戦争による荒廃､対カンボジ
ア支援等の要因 もあってベ トナムの経済は危機的な状況になった｡ こうしたこ
とを反映 して､日本との経済 ･貿易関係 も後退 した｡貿易大学では､新入生の
受け入れを停止するなど､日本語 コースの縮小を余儀なくされた｡ 日本語教師
の中には､将来 に不安 を感 じ転職 した者 もいたが､残った教師たちは､"補強
コース"等で教育に当たるとともに､教科書や辞書の編集に力を注いだ6)｡
ハノイ外国語大学でも1979年から10年間日本語教育は停止された｡
214 1980年代末以降- 復典 ･発展期
1986年12月のベ トナム共産党第 6回大会で ドイモイ (刷新)が提起された｡
この ドイモイ路線により､外資導 入の促進､流通の 自由化等が図られ､ベ トナ
ム経済は次第に活気を帯 びてきた｡これに伴い日越の経済 ･貿易関係 も大きく
進展 した｡カンボジアからの撤兵も実現 し､西側諸国からの協力も得 られるよ
うになった｡92年には､日本政府はベ トナムへの援助を再開した｡
こうした状況の中で､ 日本語教育 も10年近い "後退期"を脱 し､"復興" さ
らには "発展"の時期 を迎えることになる｡
貿易大学では87年から新入生の受け入れが再開された｡ 日本語の学習希望者
は多 く､1992年には､ 1年生から5年生 までの日本語学習者数は230名で､ 9
クラスが開設されていた7､という｡ ハノイ外国語大学でも1989年に日本語教育
が再開 された｡ハ ノイ外国語師範大学 (現ハノイ国家大学外 国語大学)では




政府 (外務省所管)が開設 した高等専門学校 ｢南洋学院｣で学んだ日本人たち
142 ベ トナムの日本言放 育事情
が設立 したものである｡
日本との関係の発展ない しはその期待の増加にともなって､80年代末から90
年代初めにかけて､ 日本語学校 ("日本語センター" と呼ばれることが多い)
の設立 も相次いだ｡これらの中には､ベ トナム教育訓練省の支援のもとに大学
の日本語コースを補完する形で設立されたものや､日本の民間団体の支援によ





















上記のとお り学習者は5､ 6年前と比べ､増加 しているが､この増加傾向が
現在も続いているというわけではない｡数値的に示すことはできないが､日本
語学校では現在はむしろ減少傾向にあるといってもよさそうである｡96年のピ

















































学習者の学習態度にも反映 しているのではないかと思 う｡ 筆者はある日本語
学校で技術研修生のクラスをい くつか見学 し､受講生たちとも話 をしたが､
年齢が比較的高い人たちであったにもかかわらず､その熱心 さ (クラスへの
集中度､練習の際の声の大 きさ､発話の明噺さ等)に大変感銘を受けた｡ そ










との協同による日本語教育 という点 もベ トナムにおける日本語教育の特徴の






② 日本で出版 された教科書 (r日本語初歩jrわかる日本語Jなど)に部
分的にベ トナム語訳やベ トナム語 による説明をつけて編集 ･作成 した も
の
③日本で出版 された教科書 ･書物等からの抜粋や､新たに書 き下ろしたも
の (会話など)で本文 をまとめ､ベ トナム語訳やベ トナム語による説明
をつけて編集 ･作成したもの
④新開 ･雑誌の記事や小説､日本人向けの教科書 (小学校か ら大学まで)
などの一部をそのまま使用するもの




3-5-2 既存の教科雷 をベ トナムの現実に合わせて加工
上記の4つの範噂の中で最も一般的なものが(参と③であり､多 くの教材がベ
トナムで出版 されている｡ これは､実践的な効果 を上げるための創意 ･工夫
の典型であり､限られた物質的 ･人的条件の中で効率的な教育を行うのに最
も賢明な選択であると思う｡また､これはベ トナムにおける日本語教育の一




















習的な部分 (特 に､会話､作文)を担当する｡ その後の段階では､教授
内容によりベ トナム人教師を配置した り日本人教師を配置 したりする｡
いずれの機関でも直接法が志向されてはい一るが､現実には､多くの機関が上
記の ｢効率の重視｣という観点から､｢直接法｣にとらわれず柔軟 に対応 して
いる｡ この点 も基本的には70年代の 日本語教育 と変わっていない｡
3-6-3 現場教師の自由の拡大
70年代 と比較して､大きく変わった点 として印象深いのは現場の教師の自
由の拡大 ということである｡70年代 には大学 としての大きな方針があり､そ
れが しばしば強調 されていた｡ その中には､｢実践的な力の向上｣などととも
に､｢内容 (思想的な面 を含む)の正 しさ｣といったことも含 まれていた｡筆
者の場合､それにより教材作成や教え方の面で制限を受けたという実感はほ
とんどないが､物質的 ･人的条件の厳 しさともあいまって､現場の雰囲気 を
一定程度支配 していたことは否めない｡少な くとも今 日のような自由な雰囲
気はなかったように思 う｡現在では､教師の専門性や実践的な側面 (日本語

















材の不足 (より正確 に言えば､｢困惑｣)を訴える｡ これには二つの面がある
ようである｡ 一つは､既存の教材や生教材をベ トナムで使用しようとする場
合､文章の背景等が分かりに.くく､解説がないとなかなか使えない という問
題である｡もう一つは､教材 として好 ましいと思われるもの (教師 自身のイ
メージと一致するもの)がなかなか入手で きないという閉篭である｡ 彼らの
希望 を最大公約数的にまとめれば､ベ トナム人にも比較的理解 しやすく､知
識の面で も､語学的にも､役に立つ教材がほ しい ということか と思 う｡ 現地




機関は別 として､単純ではない｡多くの機関では､何らかのルー トで入手 し
た教材 をコピーするなどして学生に配布しているようである｡
辞書 も不足している｡ 市販のものも出てはいるが､値段が高いことや質的に
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問題のあることなどか ら､一般的には普及していない｡通常は､ベ トナム人




前述のとおり､受講者数に比 して教月の数が足 りない､ というのが一般的
な状況である｡ 中で も､上級段階を教 えられる敦月がいなくて困っていると
いう声が多かった｡ 上級段階の指導をするには､ 日本語の文法などの一般的
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ベ トナムでは､景気や日本企業の動向がす ぐに日本語学習者数に響いてくる




























日本留学の場合､ベ トナムで日本語 を勉強していても､直接 日本の大学に
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正規の学生 として入学するのは､我々 も熟知 しているように､容易ではない｡
例えば､｢2年間こちらで日本語を勉強 しても､日本の日本語学校 に入 り､そ
れか ら日本の大学 を受験 しなければならない｡大変な負担だ｡｣ という声があ
ったが､ これはご く一般的な受けとめ方であると言える｡1996年か らはハノ
イで も日本語能力試験 を受 けられるようになった (それ以前はバ ンコクにま
で受験に行っていたという｡)が､｢ホーチミン市の学生に とってはハノイに
行 くことで さえ大変｡｣ という声もあった｡また､大使館推薦国費留学生は通
常の学生が申 し込 んで も採用される可能性はほとんどない､とい うのが大方
のベ トナム人の見方のようだ｡
日本留学への関心は高い｡1998年9月にホーチミン市で開催された 日本国
際教育協会主催の ｢日本留学 ミニフェア｣には1,500人が集まったという｡ し
かし､現状では､日本留学への障害はあまりに大きい｡
日本語教育に して も日本への留学に して も､ベ トナム側の期待 ･熱意を正


































C. 教員数 10名 (うち日本人3名)
d.使用教材
















3か月 (初級)コース､ 4か月 (初級～中級前期)コース､5か月
'(初級-中級中期) コース､6か月 (初級～中級後期)コース､9か
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